別紙（２）

　１　事業費所要額調書
	a

種　　　　　目

	b

総事業費

	c 

寄附金その他の収入額

	d 

単独事業費

	e 

差引額
b-c又はb-dのいずれか少ない額
	f

算定基準による算定額

	g

補助
基本額
e又はfのいずれか少ない額
	h

補助所要額

	i

仕入れに係る消費税等
相当額
	j(h-i)

要補助金



	本工事費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	
	
	

	用地費及び補償費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	調査費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	消 費 税 相 当 額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　本調書は，水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)の場合は使用しない。

　２　「総事業費」欄には，本年度の事業に対する事業費の総額(単独事業費を含む)を記入すること。

　３　「寄附金その他の収入額」欄には，本事業に伴う収入額を記入すること。ただし，拡張等により既設施設の不用残材が生ずる場合は，評価委員会等により評価された額を記入すること。

　４　「単独事業費」欄には，事務所，倉庫，門，へい，植樹，その他当該水道施設の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費用及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費並びに事業実施計画上補助対象外とした経費を記入すること。

　５　「差引額」欄には，「総事業費」から「寄附金その他の収入額」及び「単独事業費」のいずれか額の大きいものを差し引いた額を記入すること。

　６　「算定基準による算定額」欄には，別紙(３)による算定額を種目別に記入すること。

　７　「補助基本額」欄には，種目別に「差引額」又は「算定基準による算定額」とを比較していずれか少ない方の額を記入すること。

　８　「補助所要額」欄には，「補助基本額」に交付金取扱要領別表第１及び別表第２に定める補助率を乗じて得た額を記入し，千円未
満は切捨てること。

　９　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記入すること。また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」
と記入すること。

　10　「要補助金」欄には，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については，「補助所要額の合計」から「仕
入れに係る消費税等相当額」を差し引いた額を記入すること。また，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合及び

明らかでない場合には「補助所要額」を記入すること。

　11　「特定多目的ダム法第７条第１項の規定により負担する負担金及びこれに準ずる多目的ダム等の負担金又は分担金並びに貯水池，導水管きょ等の共同施設の持分権の取得に要する費用」については，「種目」欄の区分を「負担金」又は「分担金」と記入すること。

　12　種目「その他」欄には，交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費(例えばＰＦＩ事業、建設利息等)を記入すること。

　２　水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)所要額調書
	a

種　　　　　目
	b

総事業費

	c 

寄附金その他の収入額
	d 

単独事業費

	e 

差引額
b-c又はb-d

のいずれか少ない額
	f

基準事業費

	g

選定額
e又はfのいずれか少ない額
	h

補助所要額
	i

仕入れに係る消費税等
相当額
	j(h-i)

要補助金

	本工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	用地費及び補償費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　(記載上の注意)

　１　本表は，水道施設等耐震化事業緊急時給水拠点確保等事業のうち基幹水道構造物の耐震化事業(改築・更新事業に限る。)の場合に記入すること。

　２　「総事業費」欄には，本年度の事業に対する事業費の総額(単独事業費を含む)を記入すること。

　３　「寄附金その他の収入額」欄には，本事業に伴う収入額を記入すること。ただし，拡張等により既設施設の不用残材が生ずる場合は，評価委員会等により評価された額を記入すること。

　４　「単独事業費」欄には，事務所，倉庫，門，へい，植樹，その他基幹水道構造物の維持管理に必要な施設の新設又は増設に要する費用及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費並びに事業実施計画上補助対象外とした経費を記入すること。

　５　「差引額」欄には，「総事業費」から「寄附金その他の収入額」及び「単独事業費」のいずれか額の大きいものを差し引いた額を記入すること。

　６　「基準事業費」欄には，基準事業費算定明細書(交付取扱要領別添１の別表)により算定した基準事業費を記入すること。

　７　「国庫補助所要額」欄には，「選定額」に交付取扱要領別表第１に定める補助率を乗じて得た額を記入し，千円未満は切捨てること。

　８　「仕入れに係る消費税等相当額」欄には，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については，その額を記入すること。また，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合には「該当なし」と，明らかでない場合には「未確定」
と記入すること。

　９　「要補助金」欄には，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合については，「補助所要額の合計」から「仕入れに係る消費税等相当額」を差し引いた額を記入すること。また，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合及び明らかでない場合には「補助所要額」を記入すること。

　10　種目「その他」欄には，調査費，事務費及び交付金取扱要領別表第５に定める以外の事業費(例えばＰＦＩ事業，建設利息等)を記入すること。

別紙(３)

　算定基準による算定額明細書
　　（水道施設等耐震化事業（生活基盤近代化事業増補改良のうち放射線量の確認を行うための分析機器整備事業及び緊急時給水拠点確保等事業のうち基盤水道構造物の耐震化事業（改築･更新事業））・水道事業運営基盤強化推進等事業（水道水源自動監視施設等整備事業のうち水道水源自動監視施設整備費）を除く。）
　工事費総括書

	費　　　　　目


	種　　目　　別


	施　 設　 別


	単　　位


	　　算 定 基 準 に よ る 算 定 額
	備　　　考




	
	
	
	
	　変　　更　　前
	　変　　更　　後
	

	
	
	
	
	数　　量
	金　　額
	数　　量
	金　　額
	

	工　　事　　費

事　　務　　費

合　　　　　計
	本 　工 　事 　 費

 （含附帯工事費）

用地費及び補償費
調　　　査　　　費

工　 事　 雑 　 費


	直 接 工  事  費

共 通 仮  設  費

　（純工事費）

現 場 管  理  費

　（工事原価）

一 般 管  理  費

（工事価格）
消 費 税 相 当額

	
	
	　　　円


	
	　　　円


	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）
　１　上記表の内訳表として，別途，簡易水道施設整備費国庫補助金の交付申請様式である「別紙(2) 7.算定額明細書」を添付すること。

　算定基準による算定額明細書
　（水道施設等耐震化事業（生活基盤近代化事業増補改良のうち放射線量の確認を行うための分析機器整備事業）・水道事業運営基盤強
化推進等事業（水道水源自動監視施設等整備事業のうち水道水源自動監視施設整備費）の場合）

	品　　　名
	規　　　　格
	単　位
	変　　更　　前
	変　　更　　後
	備　　考

	
	
	
	数　量
	単　　　価
	金　　　額
	数　量
	単　　価
	金　　　額
	

	計
	
	
	
	　　　　円

	　　　　円

	
	　　　　円

	　　　　円

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別紙(４)

　財源調書
	総　事　業　費


	　　　　　　　　　　　　　　　財　　　　　源　　　　　内　　　　　訳

	
	補助金
	その他補助金
	起　　債　　額
	企業会計特別会計
	一　般　会　計
	そ　 　の　 　他

	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　　円


	　　　　　　円


	　　　　　　　円



	
	
	
	
	
	
	


（記載上の注意）

　１　ＰＦＩ事業において，買収に要する費用を割賦払いの方法により，後年度にわたり支出する場合は，後年度支出分を上段（　）で　　別掲すること。

　２　その他補助金欄は，本補助金以外の●●●県補助金等を記載すること。
